
北海道畜産環境整備事業実施要領 一部改正 新旧対照表 

表 

 

改  正  後 

 

現     行 

 

改正内容 

北 海 道 畜 産 環 境 整 備 事 業 実 施 要 領   

 

平成４年４月 27 日付け農地第 110 号農政部長通知 

一部改正  令和３年４月１日付け農地第 404 号 

                       最終改正  令和８年４月１日付け農地第５４４号 

                                                      

第１   略 

   

第２ 事業の実施方針   

 １ この事業は、農山漁村地域整備交付金実施要綱（令和２年３月 31 日付け元農振第 2686 号農林

水産事務次官依命通知。以下「交付金実施要綱」という。) 及び農山漁村地域整備交付金実施要

領（令和２年 3 月 31 日付け元生畜第 2116 号、元農振第 2687 号農林水産省生産局長、農村振興局

長通知。以下「交付金実施要領」という。）に定めるもののほか、この実施要領北海道畜産環境

整備実施要領（平成４年４月２７日付け農地第 110 号農政部長通知。以下「要領」という。）の

定めるところにより実施するものとする。 

 

第３ 事業実施主体及び補助対象者             

     略 

 

第４ 事業実施計画の策定等 

 １ 市町村長は、事業実施を希望する場合は、畜産環境整備事業実施地区選定申請書（別記第１号

様式（以下「地区選定申請書」という。））を総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長

等」という。）を経由して知事に提出するものとする。 

     地区選定申請書には、あらかじめ事業参加者資格者が（事業参加資格者となることが確実と見 

 込まれる者を含む。）が予定されている場合は、「畜産環境整備事業参加申出書」（別記第２号  

様式）を添付するものとする。 

      略 

２ 知事は、１の申請があったときは、当該申請に係る地区について事業実施計画の樹立の可否を判定し、そ 

の結果について総合振興局長等を経由して、関係市町村長に通知するものとする。 

 ３～５  略 

  ６   略 

  （１）施設保全対策実施方針 

知事は老朽化により維持管理に支障を来している施設の機能保全対策を計画するときは、施設を管

理する市町村等の要望に基づき、別記第３号様式により施設保全対策実施方針を策定するものとする。 

  （２）略 

 

第５ 事業の実施 

 １  次により事業を実施するものとする。 

  （１） 略 

 （２）事業実施計画の変更 

ア 農業公社は、事業実施計画について運用第 10 の１に定める重要な変更を行うことが必要 

な場合は、関係市町村と協議の上、事業実施計画変更申請書（別記第５号様式）に変更後 

の事業実施計画（案）を添えて、総合振興局長等を経由して知事に提出するものとする。 

イ 知事は、アの申請を適当であると認め、事業実施計画の変更を決定したときは、別記第６ 

号様式（その１）及び同様式（その２）の実施計画変更通知書により、総合振興局長等を 

経由して農業公社及び関係市町村長に通知するものとする。 

北 海 道 畜 産 環 境 整 備 事 業 実 施 要 領   

 

平成４年４月 27 日付け農地第 110 号農政部長通知 

一部改正  令和３年４月１日付け農地第 404 号 

                        

                                                      

第１   略 

   

第２ 事業の実施方針 

 １ この事業は、農山漁村地域整備交付金実施要綱（令和２年３月 31 日付け元農振第 2686 号農林水

産事務次官依命通知。以下「交付金実施要綱」という。) 及び農山漁村地域整備交付金実施要領

（令和２年 3 月 31 日付け元生畜第 2116 号、元農振第 2687 号農林水産省生産局長、農村振興局長

通知。以下「交付金実施要領」という。）に定めるもののほか、この実施要領の定めるところによ

り実施するものとする。 

 

 

第３ 事業実施主体            

     略 

 

第４ 事業実施計画の策定等 

 １ 市町村長は、事業実施を希望する場合は、畜産環境整備事業実施地区選定申請書（別紙様式１ 

  （以下「地区選定申請書」という。））を総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」 

  という。）を経由して知事に提出するものとする。 

     地区選定申請書には、あらかじめ事業参加者資格者が（事業参加資格者となることが確実と見 

 込まれる者を含む。）が予定されている場合は、「畜産環境整備事業参加申出書」（別紙様式２） 

 を添付するものとする。 

      略 

２ 知事は、１の申請があったときは、当該申請に係る地区について事業実施計画の樹立の可否を判定し、そ 

の結果を総合振興局長等を経由して、関係市町村長に通知するものとする。 

３～５  略 

  ６   略 

  （１）施設保全対策実施方針 

知事は老朽化により維持管理に支障を来している施設の機能保全対策を計画するときは、施設を管理

する市町村等の要望に基づき、別記第３１号様式により施設保全対策実施方針を策定するものとする。 

  （２）略 

 

第５ 事業の実施 

 １  次により事業を実施するものとする。 

  （１） 略 

 （２）事業実施計画の変更 

ア 農業公社は、事業実施計画について運用第 10 の１に定める重要な変更を行うことが必要 

な場合は、関係市町村と協議の上、事業実施計画変更申請書（別記第４号様式）に変更後 

の事業実施計画（案）を添えて、総合振興局長等を経由して知事に提出するものとする。 

イ 知事は、アの申請を適当であると認め、事業実施計画の変更を決定したときは、別記第２号 

様式（その１）及び同様式（その２）の実施計画変更通知書により、総合振興局長等を 

経由して農業公社及び関係市町村長に通知するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 文言の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

○ 文言の整理 

 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

○ 様式番号の変更 

 

   



 

 

改  正  後 

 

現     行 

 

改正内容 

 （３）各年度の事業計画 

    ア 農業公社は、当該年度に実施する事業の内容及びそれに要する経費の配分の計画（以下「年 

       度別事業計画」という。）について、市町村の意見を聴いて、事業計画（変更）承認申請書  

     （別記第７号様式）に畜産環境整備事業計画（実績））書（別記第８号様式）を添付の上、総合 

振興局長等に提出し、その承認を受けなければならない。 

      イ 総合振興局長等は、アの規定により申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、予 

    算の範囲内において当該事業を実施させることが適当と認めた場合は、速やかに別記第９号 

    様式の事業計画承認通知書を交付するものとする。 

    ウ 総合振興局長等は、アの計画内容を承認しようとするときは、畜産環境整備事業計画協議 

       書（別記第 10－１号様式）によりあらかじめ知事に協議するものとする。 

    エ 農業公社は、アの承認通知を受けたときは、その内容を速やかに市町村に通知するものと 

       する。 

    オ 農業公社は、総合振興局長等の承認を受けた年度別事業計画について、（４）のウの（ア） 

の a の変更をするときは、総合振興局長等の承認を受けなければならない。ただし、（５） 

のウに係る変更について総合振興局長等の承認を受けたときは、当該年度別事業計画につい 

    てもこれに相当する変更の承認があったものとみなす。 

  （４）助 成 

   ア  略  

この補助金の交付に関しては、北海道補助金等交付規則（昭和４７年北海道規則３４号。 

    以下「規則」という。）及び北海道補助金等交付規則の運用について（昭和４７年４月１０ 

    日付け局総第３０３号副出納長通達。以下「運用方針」という。）に定めるもののほか、本 

要領に定めるところによる。 

      略 

   イ 補助金の交付申請 

    （ア）補助金の交付を申請しようとする農業公社は、別記第 11 号様式の補助金等交付申請書 

に次に掲げる関係書類を添えて、総合振興局長等が別に定める日までに、総合振興局長 

等に提出しなければならない。 

 

   （a）事業計画書（別記第 12 号様式） 

         （b） 補助金等交付申請額算出調書（別記第 13 号様式） 

         （c） 経費の配分調書（別記第 14 号様式） 

         （d） 事業予算書（別記第 15 号様式） 

         （e） 資金収支計画書（別記第 16 号様式） 

         （f） 畜産環境整備事業計画（実績）書（別記第 8 号様式） 

         （g） その他関係書類 

   （イ）  略 

   （ウ）農業公社は、（ア）の申請書の提出に当たり、別記第 17 号様式の消費税等納税対応 

状況申出書を提出するものとする。 

ウ 補助金の交付の条件 

       （ア）総合振興局長等は、イの補助金等交付申請書を受理したときは、規則第４条による 

調査を行い、補助金を交付すべきものと認めたときは、規則第６条の規定による補助 

金の交付の決定の通知を別記第 18 号様式の指令書に次に掲げる条件を付して行う 

ものとする。 

     a～c  略  

          ｄ 交付金実施要綱、交付金実施要領、規則、運用方針及び本要領を遵守すべきこと。 

 

 （３）各年度の事業計画 

    ア 農業公社は、当該年度に実施する事業の内容及びそれに要する経費の配分の計画（以下「年 

       度別事業計画」という。）について、市町村の意見を聴いて、事業計画（変更）承認申請書   

     （別記第５号様式）に畜産環境整備事業計画（実績））書（農政第 155 号様式）を添付の上、総 

合振興局長等に提出し、その承認を受けなければならない。 

      イ 総合振興局長等は、アの規定により申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、予 

    算の範囲内において当該事業を実施させることが適当と認めた場合は、速やかに別記第６号 

    様式の事業計画承認通知書を交付するものとする。 

    ウ 総合振興局長等は、アの計画内容を承認しようとするときは、畜産環境整備事業計画協議  

       書（別記第７－１号様式）によりあらかじめ知事に協議するものとする。 

    エ 農業公社は、アの承認通知を受けたときは、その内容を速やかに市町村に通知するものと  

       する。 

    オ 農業公社は、総合振興局長等の承認を受けた年度別事業計画について、（４）のウの（ア） 

の a の変更をするときは、総合振興局長等の承認を受けなければならない。ただし、（５） 

のウに係る変更について総合振興局長等の承認を受けたときは、当該年度別事業計画につい 

    てもこれに相当する変更の承認があったものとみなす。 

  （４）助 成 

   ア  略  

この補助金の交付に関しては、北海道補助金等交付規則（昭和４７年北海道規則３４号。 

    以下「規則」という。）及び北海道補助金等交付規則の運用について（昭和４７年４月１０ 

    日付け局総第３０３号副出納長通達。以下「運用方針」という。）に定めるもののほか、こ 

    の実施要領に定めるところによる。 

      略 

   イ 補助金の交付申請 

    （ア）補助金の交付を申請しようとする農業公社は、規則第３条の規定に基づき、昭和４９ 

年北海道告示第８０９号による農政第 1 号様式（以下「農政第○号様式」において同じ。） 

の補助金等交付申請書に次に掲げる関係書類を添えて、総合振興局長等が別に定める日ま 

でに、総合振興局長等に提出しなければならない。 

   （a）事業計画書（農政第 2 号様式） 

         （b） 補助金等交付申請額算出調書（農政第 14 号様式） 

         （c） 経費の配分調書（農政第 18 号様式） 

         （d） 事業予算書（農政第 20 号様式） 

         （e） 資金収支計画書（農政第 32 号様式） 

         （f） 畜産環境整備事業計画（実績）書（農政第 155 号様式） 

         （g） その他関係書類 

   （イ）  略 

   （ウ）農業公社は、（ア）の申請書の提出に当たり、別記第８号様式の消費税等納税対応状況申 

出書を提出するものとする。 

ウ 補助金の交付の条件 

       （ア）総合振興局長等は、イの補助金等交付申請書を受理したときは、規則第４条による 

調査を行い、補助金を交付すべきものと認めたときは、規則第６条の規定による補助 

金の交付の決定の通知を別記第９号様式の指令書に次に掲げる条件を付して行う 

ものとする。 

     a～c  略  

          ｄ 要綱、要領、規則、運用方針及びこの実施要領を遵守すべきこと。 

 

 

    

 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 部様式をもとに設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 



   

 

 

 

改  正  後 

 

現     行 

 

改正内容 

     ｅ この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出 

      についての証拠書類を、補助事業の終了の年度の翌年度から起算して５カ年間整備保管 

      しなければならない。ただし、補助事業により取得し又は効用の増加した財産でｇに定 

      める期間を経過しない場合においては、財産管理台帳（別記第 19 号様式）及びその他関 

係書類を整備保管すべきこと。 

     f～n  略  

（イ）総合振興局長等は、規則第６条第２項の規定による補助金の交付をしないことを決定し 

     たときは、別記第 20 号様式により農業公社に速やかに通知するものとする。 

      （ウ）農業公社は、補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件に不服があるときには、 

       補助金の交付の決定の通知を受理した日から 10 日以内に、別記第 21 号様式の補助金等交 

付申請取下書を提出して申請を取り下げることができるものとする。申請の取り下げがあ 

ったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものとみなす。 

      総合振興局長等は、補助金の交付の申請の取下げがあったときには、知事に報告するも   

        のとする。 

（エ）  略 

        a 略 

        b  補助事業等実績報告書を提出した後に、消費税及び地方消費税の確定申告によりこの 

     補助金にかかる消費税等仕入控除税額が確定した場合には、要領に定める別記第 22 号様 

     式によりその金額（実績報告において、前項により減額した場合にあっては、その金額 

     が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに総合振興局長等に報告するとともに、当該 

     金額を返還しなければならない。 

       略 

       （オ）総合振興局長等は、補助金の交付の決定に当たり、補助事業を概算払ができるものと認 

          めた場合又は補助事業を遂行する上で周知させる事項がある場合には、指令書とともに別 

          記第 23 号様式で農業公社にその旨通知するものとする。 

（５）年度別事業計画の変更 

    ア 農業公社は、規則第６条の補助金の交付の決定の通知を受けた後、(4)のウの（ア）のａの 

変更を行う場合は、別記第７号様式の事業計画（変更）承認申請書及び別記第 24 号様式の補 

助事業等変更承認申請書に(4)のイの（ア）に掲げる関係書類を添えて 

総合振興局長等に提出し、その承認を受けなければならない。 

    イ 総合振興局長等は、アの申請書を受理したときは、その内容を審査し補助事業に適合する 

       と認めたときには、別記 25-1 号様式又は別記 25-2 号様式の変更指令書で農業公社に通知する 

ものとする。 

    ウ 総合振興局長等は、イの規定による承認をしようとする場合で、（４）のウの（ア）のａ 

の（a）から（e）に掲げる変更に該当する場合は、あらかじめ畜産環境整備事業計画変更協 

議書（別記第 10－２号様式）により、知事に協議しなければならない。 

    エ 農業公社は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときには、別記第 26 号様式の補助 

事業等中止（廃止）承認申請書に関係書類を添えて、総合振興局長等に承認の申請を行うも 

のとする。 

    オ 総合振興局長等は、エの中止又は廃止について承認又は不承認するときには、別記第 27 号 

様式で農業公社に通知するものとする。 

      カ  略 

 

 

     ｅ この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出 

      についての証拠書類を、補助事業の終了の年度の翌年度から起算して５カ年間整備保管 

      しなければならない。ただし、補助事業により取得し又は効用の増加した財産でｇに定 

      める期間を経過しない場合においては、財産管理台帳（別記第３０号様式）及びその 

他関係書類を整備保管すべきこと。 

     f～n  略  

（イ）総合振興局長等は、規則第６条第２項の規定による補助金の交付をしないことを決定し 

     たときは、別記第 10 号様式により農業公社に速やかに通知するものとする。 

      （ウ）農業公社は、補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件に不服があるときには、  

      補助金の交付の決定の通知を受理した日から 10 日以内に、農政第 22 号様式の補助金等交付 

申請取下書を提出して申請を取り下げることができるものとする。（追加） 

 

      総合振興局長等は、補助金の交付の申請の取下げがあったときには、知事に報告するものと 

する。 

（エ）  略 

        a 略 

        b  補助事業等実績報告書を提出した後に、消費税及び地方消費税の確定申告によりこの 

     補助金にかかる消費税等仕入控除税額が確定した場合には、要領に定める別記第 11 号様 

     式によりその金額（実績報告において、前項により減額した場合にあっては、その金額  

     が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに総合振興局長等に報告するとともに、当該  

     金額を返還しなければならない。 

       略 

       （オ）総合振興局長等は、補助金の交付の決定に当たり、補助事業を概算払ができるものと認 

          めた場合又は補助事業を遂行する上で周知させる事項がある場合には、指令書とともに別 

          記第 12 号様式で農業公社にその旨通知するものとする。 

（５）年度別事業計画の変更 

    ア 農業公社は、規則第６条の補助金の交付の決定の通知を受けた後、(4)のウの（ア）のａの 

変更を行う場合は、別記第５号様式の事業計画（変更）承認申請書及び農政第２１号様式 

の補助事業等変更承認申請書に(4)のイの（ア）に掲げる関係書類を添えて 

総合振興局長等に提出し、その承認を受けなければならない。 

    イ 総合振興局長等は、アの申請書を受理したときは、その内容を審査し補助事業に適合する  

      と認めたときには、別記 13-1 号様式又は別記 13-2 号様式の変更指令書で農業公社に通知 

するものとする。 

    ウ 総合振興局長等は、イの規定による承認をしようとする場合で、（４）のウの（ア）のａ 

の（a）から（e）に掲げる変更に該当する場合は、あらかじめ畜産環境整備事業計画変更協 

議書（別記第７－２号様式）により、知事に協議しなければならない。 

    エ 農業公社は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときには、農政第 23 号様式の補助 

事業等中止（廃止）承認申請書に関係書類を添えて、総合振興局長等に承認 

の申請を行うものとする。 

    オ 総合振興局長等は、エの中止又は廃止について承認又は不承認するときには、別記第 14 号 

様式で農業公社に通知するものとする。 

      カ  略 

 

  

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

 

○ 部様式をもとに設定 

 

 

 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

○ 部様式をもとに設定 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

○ 部様式をもとに設定 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 



 

改  正  後 

 

現     行 

 

改正内容 

    キ  農業公社は、補助事業が期間内に完了しないとき又はその遂行が困難なときには、別記第 

28 号様式の補助事業等執行遅延（不能）報告書に別記第 29 号様式の事業遂行状況報告書及び 

別記第 30 号様式の繰越等実施計画書を添えて、総合振興局長等に報告し、その指示を受けるも 

のとする。 

      ク  総合振興局長等は、キについて農業公社に事業遂行を指示するときには、別記 31 号様式 

で行うものとする。 

      ケ   略 

      コ  総合振興局長等は、補助金の交付決定後の事情変更により特別の必要が生じたときには、 

    規則第８条により次のいずれかの措置をとるものとする。 

    （ア）補助金の交付の決定の全部又は一部の取消し 

        次の様式で農業公社に通知するものとする。 

 取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり 

全部の取消し 別記第 32－１号様式 別記第 32－２号様式 

一部の取消し 別記第 32－３号様式 別記第 32－４号様式 

       （イ） 補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件の変更 

          別記第 32－５号様式で農業公社に通知するものとする。 

    サ  略 

（６）補助金の概算払 

   ア 農業公社は、補助金の概算払の申請をしようとするときは、規則第９条第２項の規定に基 

    づき、別記第 33 号様式の補助金概算払申請書に別記第 16 号様式の資金収支計画書等の関係 

書類を添えて、総合振興局長等に提出しなければならない。 

       略 

    イ 総合振興局長等は、アの申請書を受理したときは、その内容を審査し概算払をする必要が 

    あると認めたときには、交付すべき補助金の額を決定し、別記第 34-1 号様式の概算払決定 

通知書により農業公社に通知するものとする。 

      ウ  総合振興局長等は、概算払をしないことの決定をしたときには、速やかにその決定の理由 

    を付して別記第 34－２号様式の概算不払決定通知書により、農業公社にその旨の通知をす 

るものとする。 

   （７）状況報告 

      ア  農業公社は、契約残又は人夫賃、資材費等の単価減及び測量試験費等の減により執行残が 

    生じた場合、別記第 35 号様式の請負契約等執行状況報告書を速やかに総合振興局長等に提 

出するものとする。 

      イ  総合振興局長等は、規則第 11 条の規定による当該補助事業の遂行状況に関し、別記第 29 

号様式の事業遂行状況報告書の提出を求め、又は当該職員に調査をさせることができるもの 

とする。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ  農業公社は、補助事業が期間内に完了しないとき又はその遂行が困難なときには、農政第 

24 号様式の補助事業等執行遅延（不能）報告書に別記第 15 号様式の事業 

遂行状況報告書及び別記第 16 号様式の繰越等実施計画書を添えて、総合振興局長等に報告 

し、その指示を受けるものとする。 

      ク  総合振興局長等は、キについて農業公社に事業遂行を指示するときには、別記 17 号様式 

で行うものとする。 

      ケ   略 

      コ  総合振興局長等は、補助金の交付決定後の事情変更により特別の必要が生じたときには、 

    規則第８条により次のいずれかの措置をとるものとする。 

    （ア）補助金の交付の決定の全部又は一部の取消し 

        次の様式で農業公社に通知するものとする。 

 取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり 

全部の取消し 別記第 18－１号様式 別記第 18－２号様式 

一部の取消し 別記第 18－３号様式 別記第 18－４号様式 

   （イ） 補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件の変更 

          別記第 18－５号様式で農業公社に通知するものとする。 

    サ  略 

（６）補助金の概算払 

   ア 農業公社は、補助金の概算払の申請をしようとするときは、規則第９条第２項の規定に基 

    づき、農政第２５号様式の補助金概算払申請書に農政第 32 号様式の資金収支計画書等の関係 

書類を添えて、総合振興局長等に提出しなければならない。 

       略 

    イ 総合振興局長等は、アの申請書を受理したときは、その内容を審査し概算払をする必要が 

    あると認めたときには、交付すべき補助金の額を決定し、別記第 19-1 号様式の概算払決定 

通知書により農業公社に通知するものとする。 

      ウ  総合振興局長等は、概算払をしないことの決定をしたときには、速やかにその決定の理由 

    を付して別記第 19－２号様式の概算不払決定通知書により、農業公社にその旨の通知をす 

るものとする。 

   （７）状況報告 

      ア  農業公社は、契約残又は人夫賃、資材費等の単価減及び測量試験費等の減により執行残が 

    生じた場合、別記第 20 号様式の請負契約等執行状況報告書を速やかに総合振興局長等に提 

出するものとする。 

      イ  総合振興局長等は、規則第 11 条の規定による当該補助事業の遂行状況に関し、別記第 15 

号様式の事業遂行状況報告書の提出を求め、又は当該職員に調査をさせることができるも 

のとする。 

 

○ 部様式をもとに設定 

○ 様式番号の変更 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

 

 

○ 部様式をもとに設定 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

 

   

 



 

改  正  後 

 

現     行 

 

改正内容 

   （８）事業の遂行命令 

      ア  総合振興局長等は、農業公社が補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件に従って 

    補助事業を遂行していないと認めるときには、別記第 36－１号様式の補助事業遂行命令書 

により農業公社にその遂行を命ずるものとする。 

      イ  総合振興局長等は、農業公社がアの命令に従わないときには、別記第 36－２号様式の補 

助事業遂行停止及び是正命令書により農業公社に補助事業の一時停止及び是正措置を命ずる 

ものとする。 

      ウ  総合振興局長等は、農業公社がイの命令に従い是正措置を講じたときには、別記第 36－ 

３号様式の補助事業遂行停止解除命令書により農業公社に一時停止の解除を命ずるものとす 

    る。 

      エ  総合振興局長等は、農業公社がイの是正命令に従わないときには、補助金の交付の決定の 

   全部又は一部を取り消すものとし、次の様式で農業公社に通知するものとする。 

 取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり 

全部の取消し 別記第 32－１号様式 別記第 32－２号様式 

一部の取消し 別記第 32－３号様式 別記第 32－４号様式 

    オ  略 

 (9) 工事完成検査等 

    ア 農業公社は、補助事業に係る工事が完成したときは、別記第 37 号様式の補助事業等に係る 

工事完成届を速やかに総合振興局長等に提出しなければならない。 

    イ 総合振興局長等は、アの工事完成届を受理したときは、速やかに当該職員に当該工事を検 

    査させ、工事完成検査調書（別記第 38 号様式）を作成させるものとする。 

    ウ 農業公社は、補助事業に係る機械器具等の導入が完了したときは、機械導入報告書（別記 

    第 39 号様式）を総合振興局長等に提出しなければならない。 

    エ 総合振興局長等は、ウの機械導入報告書を受理したときは、当該職員に導入物品を検査さ 

   せ、機械導入検査調書（別記第 40 号様式）を作成させるものとする。 

（10）実績報告 

     農業公社は、補助事業が完了したときは、速やかに別記第 41 号様式の補助事業等実績報告書 

に次に掲げる関係書類及び出来高設計書を添えて、総合振興局長等に提出しなければならない。 

    補助金等の交付の決定に係る道の会計年度が終了した場合は、併せて別記第 42 号様式の補 

助事業遂行計画書を添付するものとする。 

ア 事業実績書（別記第 12 号様式） 

  イ 補助金等精算書（別記第 43 号様式） 

 ウ 事業精算書（別記第 44 号様式） 

 エ 畜産環境整備事業計画（実績）書（別記第８号様式） 

 オ その他関係書類 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （８）事業の遂行命令 

      ア  総合振興局長等は、農業公社が補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件に従って 

    補助事業を遂行していないと認めるときには、別記第 21－１号様式の補助事業遂行命令書 

により農業公社にその遂行を命ずるものとする。 

      イ  総合振興局長等は、農業公社がアの命令に従わないときには、別記第 21－２号様式の補 

助事業遂行停止及び是正命令書により農業公社に補助事業の一時停止及び是正措置を命ずる 

ものとする。 

      ウ  総合振興局長等は、農業公社がイの命令に従い是正措置を講じたときには、別記第 21－ 

３号様式の補助事業遂行停止解除命令書により農業公社に一時停止の解除を命ずるものとす 

    る。 

      エ  総合振興局長等は、農業公社がイの是正命令に従わないときには、補助金の交付の決定の 

   全部又は一部を取り消すものとし、次の様式で農業公社に通知するものとする。 

 取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり 

全部の取消し 別記第 18－１号様式 別記第 18－２号様式 

一部の取消し 別記第 18－３号様式 別記第 18－４号様式 

    オ  略 

 (9) 工事完成検査等 

    ア 農業公社は、補助事業に係る工事が完成したときは、農政第２７号様式の補助事業等に係る 

工事完成届を速やかに総合振興局長等に提出しなければならない。 

    イ 総合振興局長等は、アの工事完成届を受理したときは、速やかに当該職員に当該工事を検 

    査させ、工事完成検査調書（別記第２３号様式）を作成させるものとする。 

    ウ 農業公社は、補助事業に係る機械器具等の導入が完了したときは、機械導入報告書（別記 

    第２２号様式）を総合振興局長等に提出しなければならない。 

    エ 総合振興局長等は、ウの機械導入報告書を受理したときは、当該職員に導入物品を検査さ 

   せ、機械導入検査調書（別記第２４号様式）を作成させるものとする。 

（10）実績報告 

     農業公社は、補助事業が完了したときは、速やかに農政第２８号様式の補助事業等実績報告書 

に次に掲げる関係書類及び出来高設計書を添えて、総合振興局長等に提出しなければならない。 

    補助金等の交付の決定に係る道の会計年度が終了した場合は、併せて別記第 25 号様式の補 

助事業遂行計画書を添付するものとする。 

ア 事業実績書（農政第 2 号様式） 

  イ 補助金等精算書（農政第 29 号様式） 

 ウ 事業精算書（農政第 31 号様式） 

 エ 畜産環境整備事業計画（実績）書（農政第 155 号様式） 

 オ その他関係書類 

  

 

   

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 部様式をもとに設定 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

 

 

○ 部様式をもとに設定 

 

 

 



 

改  正  後 

 

現     行 

 

改正内容 

  （11）補助金の額の確定 

    ア 総合振興局長等は、 （10）の実績報告書を受理したときは、規則第１５条に基づき速やか 

     に当該職員に現地調査を行わせ、現地調査結果報告書（別記第 45 号様式）を作成させるもの 

とする。 

    イ 総合振興局長等は、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に 

    適合すると認めたときは、規則第１５条の規定に基づき、交付すべき補助金の額を確定し、 

    別記第 46－１号様式により農業公社に通知するものとする。 

      ウ  総合振興局長等は、額の確定に伴い既に確定額を超える補助金が交付されているときには、 

    別記第 46－２号様式の補助金等返還命令書により農業公社にその超過額の返還を命ずる  

    ものとする。 

（12）補助金の交付状況報告 

      総合振興局長等は、補助金の額を確定したときは、補助金交付状況報告書（別記第 47 号様 

式）に次に掲げる関係書類を添えて、速やかに知事に報告しなければならない。 

    ア 畜産環境整備事業実績書（別記第８号様式） 

    イ 請負及び竣工検査調書（別記第 48 号様式） 

    ウ 機械導入検査調書（別記第 40 号様式）の写し 

    エ その他関係書類 

  （13）事業の完了通知 

    ア 農業公社は、当該地区に係る事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、事 

業完了報告書（別記第 49－１号様式）により速やかに知事にその実績を報告するものとする。 

    イ 農業公社は、当該地区に係る事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、事 

業完了通知書（別記第 49－２号様式）により市町村に事業の完了を通知しなければならない。 

  （14）～（15)  略 

 

第６ 農業公社における推進体制の整備 

１  略 

２  略 

３  （１）～（１２） 略 

  （13）財産管理台帳（別記第 19 号様式） 

    （14）その他必要な帳簿及び書類 

 

 

第７  電子メールによる申請等 

  補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知に

ついては、当該申請等に係る書類の磁気的記録を総合振興局長等が別に指定する電子メー

ルアドレスに電子メールを送信する方法により行うことができる。  

 

第８ 補助金の交付等に関する権限の委任 

  この補助金の交付決定、補助金の額の確定その他補助金の交付に関する知事の権限は、

総合振興局長等に委任するものとする。  

 

第９ その他 

     本要領のほか事業の実施に関し必要な事項は、草地整備担当課長が別に定めるものとする。 

 

第 10  略 

 

第 11 経過措置 

   令和８年３月３１日前に補助金の交付決定を行った補助事業については、なお従前の例

による。 

   

 （11）補助金の額の確定 

    ア 総合振興局長等は、 （10）の実績報告書を受理したときは、規則第１５条に基づき速やか 

     に当該職員に現地調査を行わせ、現地調査結果報告書（別記第２６号様式）を作成させる 

ものとする。 

    イ 総合振興局長等は、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に 

    適合すると認めたときは、規則第１５条の規定に基づき、交付すべき補助金の額を確定し、 

    別記第 27－１号様式により農業公社に通知するものとする。 

      ウ  総合振興局長等は、額の確定に伴い既に確定額を超える補助金が交付されているときには、 

    別記第 27－２号様式の補助金等返還命令書により農業公社にその超過額の返還を命ずる   

    ものとする。 

（12）補助金の交付状況報告 

      総合振興局長等は、補助金の額を確定したときは、補助金交付状況報告書（別記第２８号様 

式）に次に掲げる関係書類を添えて、速やかに知事に報告しなければならない。 

    ア 畜産環境整備事業計画（実績）書（農政第１５５号様式） 

    イ 請負及び竣工検査調書（別記第３号様式） 

    ウ 機械導入検査調書（別記第２４号様式）の写し 

    エ その他関係書類 

  （13）事業の完了通知 

    ア 農業公社は、当該地区に係る事業が完了したときは、事業完了報告書（別記第２９－１ 

号様式）により速やかに知事にその実績を報告するものとする。 

    イ 農業公社は、当該地区に係る事業が完了したときは、事業完了通知書（別記第２９－２ 

号様式）により市町村に事業の完了を通知しなければならない。 

  （14）～（15)  略 

 

第６ 農業公社における推進体制の整備 

１  略 

２  略 

３  （１）～（１２） 略 

    （追加） 

     （13）その他必要な帳簿及び書類 

 

 

 

（追加）  

 

 

 

（追加） 

 

 

 

第７ その他 

この実施要領のほか事業の実施に関し必要な事項は、草地整備担当課長が別に定めるものとす 

る。 

 

第８  略 

 

（追加） 

  

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 様式番号の変更 

 

○ 部様式をもとに設定 

 

 

 



 


